
　当組合は、保険料収入に対する年金給付の支給割合が高く、
厚生年金保険給付組合積立金が 396 億円減少しました。
　その結果、平成 28 年度末の当該積立金は、1,181 億円とな
りました。

　平成 28 年度末の組合員数は、前年度末より 627 人
（0.2%）増加しています。

組合員数

平成 28 年度 決算の概要
平成28年度の決算の概要などについて説明します。

平成28年度末　組合員数300,344人

■医療給付等の決定・支払い
　法定給付：医療費、休業給付、災害給付等
　附加給付：家族療養費附加金等
■高齢者医療制度への支援金等の納付
　前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、
　退職者給付拠出金、介護給付費納付金等

短期給付事業 全支部で実施

組合員数の推移

収支の状況

収支の状況

　掛金及び負担金の収入の増加により、平成 28 年度は 225
億円の黒字となりました。
　その結果、平成28年度末の剰余金は724億円となりました。
　しかしながら、今後、高齢者医療制度への支援金等の増加
が見込まれることから、数年先の状況を見据えて運営してい
くことが重要となっています。

■厚生年金保険給付の裁定・支払い
　老齢厚生年金、退職（共済）年金、障害厚生年金、障害（共済）年金、
　遺族厚生年金、遺族（共済）年金等
■厚生年金拠出金の納付　　　　　　　　　　　　　
　厚生年金保険給付に要する費用
■基礎年金拠出金の納付
　国民年金の基礎年金の給付に要する費用

24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末

301,124人

299,284人
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299,717人
300,344人

長期給付事業 全支部で実施	

掛金・負担金
2,123 億円

  収入
2,124 億円

その他  15 億円

高齢者医療制度
への支援金等
1,016 億円

医療給付等
868 億円

  支出
1,899 億円

剰余金増加額  225 億円

その他　1億円

組合員保険料・
負担金　4,691 億円

厚生年金交付金
3,974 億円

 収入
8.864 億円

基礎年金交付金  134 億円

収支の差引額
  424 億円

基礎年金拠出金
負担金　1,523 億円

厚生年金保険給付
 4,520 億円

厚生年金拠出金
 負担金　3,241 億円

  支出
9,288 億円

その他  65 億円

その他 4 億円

厚生年金保険給付組合積立金減少額 396 億円
（収支の差引額 424 億円から経過的長期経理からの移管分
28億円（※４ページ参照）を除いた額）

　厚生年金保険経理	



　連合会払込金の支払いが 15 億円と僅少
だったため、退職等年金給付組合積立金
が 281 億円増加しました。
　その結果、平成 28 年度末の当該積立金
は、420 億円となりました。

　掛金収入がなく負担金収入も少ないた
め、経過的長期給付組合積立金が 506 億
円減少しました。
　その結果、平成 28 年度末の当該積立金
は、911 億円となりました。

収支の状況

収支の状況

■年金払い退職給付の決定・支払い
　終身退職年金、
　有期退職年金等

■経過的長期給付の決定・支払い
　退職（共済）年金、
　障害（共済）年金、
　遺族（共済）年金等

掛金・負担金
292 億円

  収入
297 億円 年金払い退職給付・

その他　1億円

利息及び配当金・
信託の運用益・
その他　5億円

退職等年金給付
組合積立金

増加額   281 億円

連合会払込金  15 億円

  支出
16 億円

負担金  69 億円

 収入
102 億円

収支の差引額
478 億円

経過的長期給付・
その他　580 億円

利息及び配当金・
信託の運用益
その他　33億円

  支出
580 億円

経過的長期給付組合積立金減少額　506 億円
（収支の差引額 478 億円に厚生年金保険経理への移管分
28億円（※４ページ参照）を加えた額）

　　退職等年金経理

　　経過的長期経理

特定健康診査
2.3 億円

健康相談・
健康教育等
3.0 億円

人間ドック・
生活習慣病等健康診査

32.8 億円

その他
4.8 億円

体力増強　
2.1 億円

特定保健指導
1.4 億円

教養文化
1.3 億円

保健事業 全支部で実施

■保健事業
　（人間ドック・生活習慣病等健康診査等）
　44 億 2 百万円（対前年▲9 百万円）
■特定健康診査等事業
　（特定健康診査・特定保健指導）
　3 億 6 千 6 百万円（対前年▲2 百万円）
■保育所事業
　2 千 3 百万円（対前年＋1 百万円）
■入院医療費支援制度事業
　1 千 2 百万円（対前年＋1 百万円）

保健事業等の事業費の内訳



※　移管分 28 億円とは、被用者年金一元化前の共済年金の積立金を厚生年金保険経理と経過的長期経理に振り
分けた際の概算額と確定額の差額分です。

■貸付けの種類　普通・住宅・災害・特別等
■貸付件数　3 万件（対前年▲5 千件）
■貸付残高　674 億 1 千 6 百万円
　　　　　　（対前年▲156 億 2 千 9 百万円）

■施設の利用状況
宿泊　35万1千人（対前年▲2万5千人）
会議　46万6千人（対前年▲4万5千人）
会食　36万8千人（対前年▲4万2千人）

貸付事業 全支部で実施

宿泊事業 24施設で実施

■事業内容　物品の販売、食堂の経営等
■年間売上高　24 億 8 千 6 百万円
　　　　　　　（対前年＋8 千 5 百万円）

■貯金の種類　普通・積立・定期
■貯金件数　3 万件（対前年▲53 件）
■貯金額　1,287 億 6 千 9 百万円
　　　　　（対前年＋27 億 9 千 5 百万円）

物資事業 7支部で実施

貯金事業 5支部で実施

億円
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■診療科目　内科・歯科等
■利用件数　 8 万 2千件（対前年▲1 千 5百件）
■患者収入　14 億 1 千 9 百万円
　　　　　　（対前年▲1 億 3 千 3 百万円）

医療事業 21施設で実施

億円
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